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推進機構の事業の担い手等、参
加者の人数
（人／単年度）

主管課

①

現状と課題

　茅野市には、八ヶ岳、蓼科、白樺湖、車山高原が代表するように、観光立県を標榜する長野県の中においても主要な観
光地や景勝地、名所が多数ある。観光に携わる人の数は、観光資源の数に比例して多く、観光業は茅野市の主要な産業
となっている。各観光地域には単位観光協会があり、独自の誘客活動や観光客受入環境の整備を図っており、こうした地
域の活動を繋げ、面としての取組に発展させ、強力に観光客に訴求していくための受け皿として、平成30年（2018年）4
月、市が発起人となり一般社団法人ちの観光まちづくり推進機構を設立した。推進機構が“観光を活かしたまちづくり”の
旗手として機能していけるよう、組織や人材を育成していく必要がある。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

　設立した推進機構が“観光を活かしたまちづくり”の旗手として機能することによって、市内に豊富にある観光資源や茅
野市ならではの歴史、文化、人、体験を活用しながら観光の活性を実現していくことが「茅野版ＤＭＯ設立」に期待する将
来像である。民間活力を活用した方が効果的な事業は、推進機構が中軸を担いながら進め、市は、広域連携や環境整備
等の行政でなければできない事業を強力に進めていく体制を整える。茅野市全体の誘客活動や情報発信を担える組織と
して推進機構が自立していく姿を目指す。
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観光課

　地域の活動を繋げ、面としての取組に発展させ、強力に観光客に訴求していくための受け皿として、市が発起人となり設立した
推進機構について、茅野市全体の誘客活動や情報発信を担える組織として自立し、“観光を活かしたまちづくり”の旗手として機
能していけるよう組織や人材を育成する。
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施策等名称 観光を支える人材・組織の充実
体系番号 0401010501
主管課 観光課
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２　指標等の推移と変動要因

7月23日に新しい駅案内所が業務を開始。窓口における来客対応数は7月23日以降の実績。

コロナの影響を受けているものの、前年度に比べ246％増となった。

コロナ禍のアウトドアブームもあり、来訪者は回復傾向にある。前年度に比べ59％増となった。

2023年度 ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、昨年度急激に回復し、昨年に比べて微増であった。
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等

2023年度 来訪者は回復傾向にあるが、前年度に比べると多少の減となった。
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要
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等

2023年度 ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、昨年度急激に回復し、昨年に比べて微増であった。
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コロナの影響を受けているものの、前年度に比べ246％増となった。

コロナ禍のアウトドアブームもあり、来訪者は回復傾向にある。前年度に比べ59％増となった。

地方創生推進交付金を活用して積極的に事業を展開することができたため、地域再生計画における2018年度目標（85人）を大幅に超える実績となっ
た。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等の造成が順調に進んだため、プログラム等への参加人数は順調に推移している。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、参加者人数は減少した。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、参加者人数は微増であった。
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観光課

地方創生推進交付金を活用して積極的に事業を展開することができたため、地域再生計画における2018年度目標（85人）を大幅に超える実績となっ
た。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等の造成が順調に進んだため、プログラム等への参加人数は順調に推移している。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、参加者人数は減少した。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、参加者人数は微増であった。

ＤＭＯの実施する滞在交流プログラム等は順調に造成しているものの、新型コロナウイルス感染症が収束に向かい、参加者人数は倍増であった。

地方創生推進交付金を活用して積極的に事業を展開することができたため、地域再生計画における2018年度目標（85人）を大幅に超える実績となっ
た。

総合案内所の整備後の案内所の立ち寄り人数であるため、カウントしない。(今年度は未整備）

7月23日に新しい駅案内所が業務を開始。窓口における来客対応数は7月23日以降の実績。
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推進機構が実施するプ
ログラム造成等の事業
に対し、自主財源強化
（市からの財政的支援の
減少）を目標として支援
するとともに、円滑かつ
効果的な事業実施に導
く。
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３　評価・改革改善
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項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

1.97

2.08

古民家再生事業の完了
及び総合パンフレット改
訂により増額となった。

前年度、古民家再生事
業完了に伴う減額。

165,969,724
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投資額
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～2023
年(総
括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

宿泊施設等応援事業
「ちの割」、教育旅行宿
泊施設支援事業の実施
により増額となった。

1.04

0.50144,318,147

209,873,455

176,034,318

1.26

1.22

218,653,423

87,385,423

430,616,889

181,361,664

長岡　精

両角　敏行

2024年7月12日

観光課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

150,196,129 0.55

29,700,125 0.41

宿泊施設等応援事業
「ちの割」、教育旅行宿
泊施設支援事業の完了
に伴う減額。

やや遅れている

地域おこし協力隊制度
を活用し、地域と協働し
た交流プログラム作りを
実践した。コロナ禍で低
迷していた利用者の増
加につながった。

0.63

0.40

宿泊施設等応援事業
「ちの割」、教育旅行宿
泊施設支援事業の縮小
及び白樺湖廃屋の撤去
事業完了に伴う減額。

272,249,485

72,676,446

やや遅れている

2022年　（前年度比）

1

観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。観光まちづくり
の旗手となる組織を育
成することと、取組への
住民参加の拡大を図る
ことは、優先させるべき
施策である。

当地を訪れる観光客
は、コロナ禍前のレベル
に回復している。
引き続き誘客宣伝を進
めるほか、販路拡大、観
光消費額の増加への働
きかけを行う必要があ
る。
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価

主
な
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組
内
容
や
成
果

地方創生推進交付金を
活用するとともに地域お
こし協力隊制度を活用
し、地域と協働した交流
プログラム作りを実践し
たことが、結果として住
民参加者（担い手）拡大
に繋がった。造成したプ
ログラムや地域の魅力
を発信するための誘客
ツールについても計画
のとおり作成を進めるこ
とができた。

地方創生推進交付金を
活用するとともに地域お
こし協力隊制度を活用
し、地域と協働した交流
プログラム作りを実践し
たことが、結果として住
民参加者（担い手）拡大
に繋がった。

地域と協働した交流プロ
グラム作りを実践した。
駅案内所の改修工事を
行った。

課
題

地域再生計画上のＫＰＩ
を超えた実績値となった
が、2022年の単年度
2,000人の参加者実現に
向けては、年を追うごと
にハードルが上がる。ま
た、推進機構の収益は
十分とは言えず、ＫＰＩに
表れない組織運営の部
分では、推進機構の自
立に向けて、まだ課題が
ある。

2022年の単年度2,000人
の参加者実現に向けて
は、年を追うごとにハー
ドルが上がる。継続して
協力者の呼びかけをし、
ご参加いただく必要があ
る。

新型コロナウイルス感染
症の拡大を受け、人の
移動について自粛が求
められる期間があり、お
客様の安全安心が求め
られる中、誘客は積極
的に行えなかった。

（R4・総括評価共通）
地方創生臨時交付金を
活用し、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受
けている宿泊施設等を
支援する応援事業を実
施。

（R4・総括評価共通）
全国各地で国内旅行復
活の動きが本格化する
可能性がある。
誘客宣伝、販路拡大へ
の動きを加速させる必
要がある。

地方創生臨時交付金を
活用し、新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受
けている宿泊施設等を
支援する応援事業を実
施。

観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。地方創生推進
交付金を活用して観光
まちづくりの旗手となる
組織を育成することと、
取組への住民参加の拡
大を図ることは、優先さ
せるべき施策である。

観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。観光まちづくり
の旗手となる組織を育
成することと、取組への
住民参加の拡大を図る
ことは、優先させるべき
施策である。

観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。観光まちづくり
の旗手となる組織を育
成することと、取組への
住民参加の拡大を図る
ことは、優先させるべき
施策である。

推進機構が実施するプ
ログラム造成等の事業
に対し、組織の自立化
（自主財源強化）を目標
として支援するとともに、
円滑かつ効果的な事業
実施に導く。

1

1

国内におけるワクチン接
種も進み、令和４年度は
全国各地で国内旅行復
活の動きが本格化する
可能性がある。
誘客宣伝、販路拡大へ
の動きを加速させる必
要がある。

推進機構が実施するプ
ログラム造成等の事業
に対し、組織の自立化
（自主財源強化）を目標
として支援するとともに、
円滑かつ効果的な事業
実施に導く。
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観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。観光まちづくり
の旗手となる組織を育
成することと、取組への
住民参加の拡大を図る
ことは、優先させるべき
施策である。
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重点
事務事業

2

推進機構が実施するプ
ログラム造成等の事業
に対し、組織の自立化
（自主財源強化）を目標
として支援するとともに、
円滑かつ効果的な事業
実施に導く。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

2019年度は地方創生推
進交付金を活用できる
最終年度に当たる。推
進機構が実施するプロ
グラム造成等の事業に
対し、組織の自立化（自
主財源強化）を目標とし
て最大限に支援する。
特に交付金要件に則し
た事業組立を地域おこし
協力隊員とともに検討
し、円滑かつ効果的な事
業実施に導く。

2019年度で地方創生推
進交付金の最終年度と
なり、推進機構が実施す
るプログラム造成等の
事業に対し、組織の自
立化（自主財源強化）を
目標として最大限に支
援する。地域おこし協力
隊や卒業した機構プロ
パー職員とともに円滑か
つ効果的な事業実施に
導く。

観光まちづくり推進の目
的は、地域にお金が循
環する新しい仕組みづく
りである。観光まちづくり
の旗手となる組織を育
成することと、取組への
住民参加の拡大を図る
ことは、優先させるべき
施策である。
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1 1 1

2021年5月28日 2022年5月30日 2023年5月31日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

山本　征幸 五味　健太郎 渡辺　雄一 渡辺　雄一 長岡　精

五味　正忠 五味　正忠 五味　正忠 柳沢　正広 柳沢　正広

2019年5月30日 2020年7月10日


